
副業・兼業に係る実態把握の内容等について

第131回 労働政策審議会安全衛生分科会（令和２年７月31日） 資料３－１



１ 副業・兼業に関する事業所調査結果（続報）
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業種別 就業形態別 副業・兼業の許可等の状況①

● 正社員について副業・兼業を認めている
事業所の割合

● 正社員以外について副業・兼業を認めている
事業所の割合

○ 正社員の副業・兼業について、「医療・福祉」を除き、「認めている」と回答した事業所の割合より「認め
ていない」と回答した事業所の割合の方が高い。

○ 正社員以外の副業・兼業について、「複合サービス業」を除き、 「認めていない」と回答した事業所の
割合より「認めている」と回答した事業所の割合の方が高い。

（％） （％）

※ 4,652事業所のうち、22事業所は業種について「未回答」。
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0 20 40 60 80 100

全体(n=4,652)

農林漁業・鉱業(n=26)

建設業(n=452)

製造業(n=786)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=34)

情報通信業(n=68)

運輸業、郵便業(n=379)

卸売業・小売業(n=965)

金融業・保険業(n=162)

不動産業、物品賃貸業(n=101)

学術研究、専門・技術サービス業(n=123)

宿泊業、飲食サービス業(n=331)

生活関連サービス、娯楽業(n=84)

教育・学習支援業(n=57)

医療・福祉(n=640)

複合サービス業(n=5)

サービス業(n=124)

その他(n=293)

正社員について認めている 正社員について認めていない

正社員について無回答
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40.0

29.0

33.1

9.6

3.8

19.0
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13.0

0 20 40 60 80 100

全体(n=4,652)

農林漁業・鉱業(n=26)

建設業(n=452)

製造業(n=786)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=34)

情報通信業(n=68)

運輸業、郵便業(n=379)

卸売業・小売業(n=965)

金融業・保険業(n=162)

不動産業、物品賃貸業(n=101)

学術研究、専門・技術サービス業(n=123)

宿泊業、飲食サービス業(n=331)

生活関連サービス、娯楽業(n=84)

教育・学習支援業(n=57)

医療・福祉(n=640)

複合サービス業(n=5)

サービス業(n=124)

その他(n=293)

正社員以外について認めている 正社員以外について認めていない

正社員以外について無回答



○ 業種ごとの明確な傾向は確認できなかった。
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業種別 就業形態別 副業・兼業の許可等の状況②

● 正社員について副業・兼業を認めている事業所 ● 正社員以外について副業・兼業を認めている事業所（％） （％）

※ 1,831事業所のうち、5事業所は業種について「未回答」。 ※ 2,966事業所のうち、10事業所は業種について「未回答」。
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57.6

58.7
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41.7

58.6

52.9

32.2

36.8

60.6

72.2

54.5

51.9

52.5

44.2
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0 20 40 60 80 100

全体(n=1,831)

農林漁業・鉱業(n=12)

建設業(n=144)

製造業(n=312)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=8)

情報通信業(n=24)

運輸業、郵便業(n=133)

卸売業・小売業(n=348)

金融業・保険業(n=59)

不動産業、物品賃貸業(n=38)

学術研究、専門・技術サービス業(n=33)

宿泊業、飲食サービス業(n=162)

生活関連サービス、娯楽業(n=33)

教育・学習支援業(n=27)

医療・福祉(n=341)

複合サービス業(n=2)

サービス業(n=52)

その他(n=98)

許可制 届出制 規定・制度はないが慣習として認めている 無回答
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13.0
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18.2

13.4
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18.1
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6.5

7.0

9.4

15.9

12.2

14.6

71.8

78.3

71.0
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87.5

54.5

72.7

71.7

50.6

63.5

77.3

86.0
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68.4

0.9

4.3

1…

0…

0.9

1.4

1.6

1…

1…

2.7

0 20 40 60 80 100

全体(n=2,966)

農林漁業・鉱業(n=23)

建設業(n=210)

製造業(n=429)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=16)

情報通信業(n=33)

運輸業、郵便業(n=231)

卸売業・小売業(n=591)

金融業・保険業(n=83)

不動産業、物品賃貸業(n=63)

学術研究、専門・技術サービス業(n=66)

宿泊業、飲食サービス業(n=308)

生活関連サービス、娯楽業(n=57)

教育・学習支援業(n=53)

医療・福祉(n=559)

複合サービス業(n=2)

サービス業(n=74)

その他(n=158)

許可制 届出制 規定・制度はないが慣習として認めている 無回答
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● 正社員について副業・兼業を認めていない事業所 ● 正社員以外について副業・兼業を認めていない事業所

○ 業種ごとの明確な傾向は確認できなかった。

（％） （％）

※ 2,745事業所のうち、11事業所は業種について「未回答」。 ※ 1,241事業所のうち、4事業所は業種について「未回答」。
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47.9
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55.9
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55.2

44.9

50.0

38.4

66.7

45.6

45.0

7.1

14.3

5.4
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5.0

7.9

4.0

3.4

8.0

6.7

13.3

9.6

7.4

7.4

0 20 40 60 80 100

全体(n=2,745)

農林漁業・鉱業(n=14)

建設業(n=299)

製造業(n=468)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=26)

情報通信業(n=43)

運輸業、郵便業(n=238)

卸売業・小売業(n=605)

金融業・保険業(n=101)

不動産業、物品賃貸業(n=59)

学術研究、専門・技術サービス業(n=87)

宿泊業、飲食サービス業(n=163)

生活関連サービス、娯楽業(n=49)

教育・学習支援業(n=30)

医療・福祉(n=292)

複合サービス業(n=3)

サービス業(n=68)

その他(n=189)

副業・兼業の禁止規定がある

職務専念義務の規定を根拠として禁止している

規定に関わりなく慣習として認めていない

無回答
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23.7
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24.0

15.0

15.2
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100

54.5

51.1

50.0

36.0
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31.9

50.0

61.1
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4.0
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5.9

9.7
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8.2

0 20 40 60 80 100

全体(n=1,241)

農林漁業・鉱業(n=2)

建設業(n=156)

製造業(n=284)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=12)

情報通信業(n=25)

運輸業、郵便業(n=100)

卸売業・小売業(n=276)

金融業・保険業(n=66)

不動産業、物品賃貸業(n=29)

学術研究、専門・技術サービス業(n=41)

宿泊業、飲食サービス業(n=17)

生活関連サービス、娯楽業(n=19)

教育・学習支援業(n=3)

医療・福祉(n=72)

複合サービス業(n=2)

サービス業(n=36)

その他(n=97)

副業・兼業の禁止規定がある

職務専念義務の規定を根拠として禁止している

規定に関わりなく慣習として認めていない

無回答

業種別 就業形態別 副業・兼業の許可等の状況③
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業種別 定期健康診断の実施状況

○ 定期健康診断を実施した事業所の割合は、全体として2012年と比べて2019年の方が割合が高くなっ
ており、業種に関わらず、100％に近くなっている。

（％）

(n=4,652)(n=9,283)
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92.9

100
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88.6

99.3

90.5

95.3

86.6

78.8

92.1

96.6

100

94.0

97.1

96.0

99.1

99.1

100

98.5

98.9

96.6

95.7

97.0

98.4

87.5

94.0

94.6

98.1

100

97.5

97.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体

農林漁業・鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス、娯楽業

教育・学習支援業

医療・福祉

複合サービス業

サービス業

その他

労働者健康状況調査（2012年） 本調査（2019年）

※ 労働者健康状況調査（2012年）では、業種を「農業・林業（林業に限る）」、「鉱業・採石業・砂利採取業」として調査しているため、比較できないが、
それぞれの業種ごとの実施率は、 「農業・林業（林業に限る）」 ９８．２％、 「鉱業・採石業・砂利採取業」 ９５．４％である。また、「その他」については
調査していない。
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事業所規模別 定期健康診断の実施状況

○ 定期健康診断を実施した事業所の割合は、2012年と比べて2019年の方が割合が高くなっており、事
業所規模に関わらず、100％に近くなっている。

（％）

(n=4,652)(n=9,283)

91.9

100

100

99.7

99.5

98.2

96.8

89.4

97.1

100

100

100

99.1

99.3

98.1

96.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体

1,000人以上

500～999人

300～499人

100～299人

50～99人

30～49人

10～29人

労働者健康状況調査（2012年） 本調査（2019年）

※ 本調査（2019年）においては、事業所規模を「500～999人」と「300～499人」分けずに「300～999人」として調査しているが、労働者数「300～999人」の事業
所の100％が定期健康診断を実施したという結果であったため、過去の調査と比較するため、 「500～999人」と「300～499人」のどちらも100％として示してい
る。
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副業・兼業の許可等の状況別 定期健康診断の実施状況

○ 副業・兼業を認めている事業所も認めていない事業所も実施率はほぼ100％であるが、明確な規定や
制度のある事業所の方が、ない事業所に比べて実施率が高い傾向にある。

（％）

● 正社員及び正社員以外に
副業・兼業を認めている事業所

● 正社員及び正社員以外に
副業・兼業を認めていない事業所

97.5

97.0

94.6

98.0

97.5

94.8

0 20 40 60 80 100

許可制（正社員）

届出制（正社員）

規定・制度はないが慣習として

認めている（正社員）

許可制（正社員以外）

届出制（正社員以外）

規定・制度はないが慣習として

認めている（正社員以外）

99.8

99.5

96.7

100

99.4

97.1

0 20 40 60 80 100

副業・兼業の禁止規定がある

（正社員）

職務専念義務の規定を根拠とし

て禁止している（正社員）

規定に関わりなく慣習として認

めていない（正社員）

副業・兼業の禁止規定がある

（正社員以外）

職務専念義務の規定を根拠とし

て禁止している（正社員以外）

規定に関わりなく慣習として認

めていない（正社員以外）

（％）
(n=1,706) (n=1,224)
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業種別 ストレスチェックの実施状況

○ 労働者50人以上の事業所について、「農林漁業・鉱業」、「卸売業・小売業」、「宿泊業、飲食サービス

業」、「生活関連サービス、娯楽業」、「教育・学習支援業」、「医療・福祉」において、全体と比べて実施率
が低い。

○ 労働者50人未満の事業所について、業種ごとの明確な傾向は確認できなく、全体として実施率が低
い。

（％）

66.3

33.3

78.1

89.3

100

94.1

73.7

41.5

73.3

100

66.7

35.7

53.8

40.0

39.8

100

69.6

80.0

0 20 40 60 80 100

全体

農林漁業・鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス、娯楽業

教育・学習支援業

医療・福祉

複合サービス事業

サービス業

その他

12.2

16.7

12.3

10.7

20.7

18.6

16.0

8.7

21.4

15.2

7.5

8.2

11.3

4.5

13.1

0.0

12.0

18.8

0 20 40 60 80 100

全体

農林漁業・鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業・小売業

金融業・保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス、娯楽業

教育・学習支援業

医療・福祉

複合サービス事業

サービス業

その他

● 労働者50人以上の事業所 ● 労働者50人未満の事業所（％）(n=710) (n=3,755)
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事業所規模別 ストレスチェックの実施状況

○ 事業所規模が小さくなるにつれて、実施率が低くなる傾向にある。

（％）

(n=4,652)

21.0

66.3

12.2

100

83.9

82.0

57.2

15.3

11.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体

50人以上

50人未満

1,000人以上

300～999人

100～299人

50～99人

30～49人

10～29人



11

副業・兼業の許可等の状況別 ストレスチェックの実施状況

○ 副業・兼業の許可等の状況や事業所規模に関わらず、明確な規定や制度のある事業所の方が、ない
事業所に比べて実施率が高い傾向にある。

● 労働者50人以上で正社員及び正社員以外に
副業・兼業を認めていない事業所（％）

（％）

● 労働者50人未満で正社員及び正社員以外に
副業・兼業を認めている事業所

● 労働者50人未満で正社員及び正社員以外に
副業・兼業を認めていない事業所

73.4

61.5

49.0

78.1

71.1

50.4

0 20 40 60 80 100

許可制（正社員）

届出制（正社員）

規定・制度はないが慣習として認めて

いる（正社員）

許可制（正社員以外）

届出制（正社員以外）

規定・制度はないが慣習として認めて

いる（正社員以外）

80.6

80.0

70.0

83.0

80.6

70.6

0 20 40 60 80 100

副業・兼業の禁止規定がある（正社員）

職務専念義務の規定を根拠として禁止

している（正社員）

規定に関わりなく慣習として認めていな

い（正社員）

副業・兼業の禁止規定がある（正社員

以外）

職務専念義務の規定を根拠として禁止

している（正社員以外）

規定に関わりなく慣習として認めていな

い（正社員以外）

14.0

16.4

9.8

14.6

17.8

10.3

0 20 40 60 80 100

許可制（正社員）

届出制（正社員）

規定・制度はないが慣習として認めて

いる（正社員）

許可制（正社員以外）

届出制（正社員以外）

規定・制度はないが慣習として認めて

いる（正社員以外）

13.2

20.2

9.8

13.1

21.2

10.4

0 20 40 60 80 100

副業・兼業の禁止規定がある（正社

員）

職務専念義務の規定を根拠として禁

止している（正社員）

規定に関わりなく慣習として認めてい

ない（正社員）

副業・兼業の禁止規定がある（正社員

以外）

職務専念義務の規定を根拠として禁

止している（正社員以外）

規定に関わりなく慣習として認めてい

ない（正社員以外）

（％）（％）

● 労働者50人以上で正社員及び正社員以外に
副業・兼業を認めている事業所 (n=249) (n=235)

(n=1,401) (n=951)



２ 副業・兼業に関する文献調査の調査方法の概要
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副業・兼業に関する文献調査の調査方法の概要

① 検索に使用したデータベース

1) “MEDLINE” （Medical Literature Analysis and Retrieval System On-Line）

※ 米国立医学図書館 NLM （National Library of Medicine）が提供する医薬関連文献データベース

2) “Pubmed” 

※ MEDLINEの一部を無料で使用できるサービスで、一部、MEDLINEとは異なる情報を含む

② 検索の対象期間と実施時点

1999～2019年（直近まで）の英文の文献を対象として、2019年10月に検索を実施

③ 検索キーワード

“multiple job”と“health”の２つのキーワードの双方が、アブストラクト、タイトル、キーワードのうちのどこかに含まれ
る文献を検索

④ 関連する文献の選択
・ 上記③の検索（２種のデータベースの重複は削除）によって計45編の文献が見つかった。
・ そのうち、雇用労働者の副業・兼業の有無による健康への影響を検討した論文４編、副業・兼業の有無による怪

我の頻度への影響を検討した研究１編について、第130回労働政策審議会安全衛生分科会において報告した。
・ その他、低所得の母親のメンタルヘルスに関する研究１編、不安定雇用者の健康に関する研究１編があったが、

研究対象者の一部に副業・兼業者を含むが副業・兼業者を直接の対象者としていないため採用しなかった。
・ その他の38編については、③のキーワードをアブストラクト等に含むものの、副業・兼業による健康への影響を検

討したものではなかった。
⑤ その他
・ 日本語文献データベース「JSTPlus+JMEDPlus」を利用し、「副業及び健康」又は「兼業及び健康」をキーワードと

して含む文献の検索も試行（2019年10月）したが、副業・兼業による健康への影響に関する実証的な研究報告は
１編もなかった。

○ 第130回労働政策審議会安全衛生分科会において報告した、副業・兼業に関する文
献調査の調査方法の概要は次のとおり。
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３ 副業・兼業に関する労働者調査の取りまとめ方針
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副業・兼業に関する労働者調査の取りまとめイメージについて

１ 副業している人の割合（就業形態別、業種別、収入別）

２ 本業と副業の就業形態（雇用×雇用、雇用×非雇用など）

３ 本業・副業の労働時間（本業の労働時間は副業の有無別）

４ 副業をしている理由（就業形態別、業種別、仕事内容別、収入別）

５ 本業・副業における強い不安、悩み、ストレスの状況（就業形態別、業種別、仕事内
容別、収入別）

６ 睡眠時間（副業の有無別）

７ 不安、悩み、ストレスを相談できる人がいるか（副業の有無別）

８ ７でいない場合に、相談環境の整備を希望するか（副業の有無別）

９ 健康診断の受診・有所見・事後措置の状況（副業の有無別）

１０ 病欠の有無（副業の有無別）

１１ ストレスチェックの実施・ストレスの状況・面接指導の有無（副業の有無別） 15

○ 副業・兼業に関する労働者調査については、
・ 仕事の有無、性別、年齢、就業形態、業種、収入、労働時間（本業／副業・兼業別）、
・ 副業・兼業の有無、副業・兼業を行う理由、
・ 職業生活に関する強い不安、悩み等の有無、定期健康診断・ストレスチェックの状況、睡眠の状況
等について、調査を行っているところ。

※ 調査項目については、第126回及び第127回労働政策審議会安全衛生分科会においてご意見をいただいたもの。調査については７月
○日締切で回収済み。

○ 次回労働政策審議会安全衛生分科会で、次の項目について調査結果（速報）を報告する予定。


